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要 約 

近年、建物の耐震設計を性能規定化する働きが活発化しており、2004年に日本建築学会か

ら「鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」1)が刊行され、鉄筋コン

クリート（RC）部材の各種限界状態の評価法が提案された。梁降伏型のRC骨組の梁部材で

は、かぶりコンクリート圧壊は部材の修復性に影響を与える重要な限界状態である。そこ

で、本研究では内柱梁接合部を通し配筋される梁主筋の付着性能に対する主要な影響因子

である梁主筋降伏強度を実験変数として、RC十字形柱梁部分架構の水平力繰返し載荷実験

を新たに行い、既往の実験結果を合せて検討することによって、かぶりコンクリート圧壊

時の梁部材の変形性能を評価する手法を提案した。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート梁部材の耐震性能評価について、2004年に日本建築学会から刊行された「鉄筋コン

クリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」1)は、RC梁部材の主筋降伏やかぶりコンクリート

圧壊等の各種限界状態に対応する変形性能評価手法の一例を示した。その後、鈴木・北山の研究2)は梁部

材のかぶりコンクリート圧壊時の新しい変形性能評価手法を提案した。その中で、梁変形を（A）ヒンジ

領域のせん断変形、（B）危険断面での梁主筋の抜け出しに寄与する、柱梁接合部の中央での梁主筋滑り

による回転変形、（C）柱梁接合部の中央から危険断面までの梁主筋の伸び量と梁ヒンジ域での梁主筋の

伸び量とが危険断面でのひび割れ開口に集中すると仮定したとき（図6参照）、これによって生じる回転

変形、及び（D）非ヒンジ領域の弾性曲げ変形、の4つの成分に分解してその推移を検討した。4つの変形

成分については4章で詳述する。本研究では梁主筋降伏強度を変数として新たに十字形柱梁部分架構の

実験を行い、既往の実験結果2)3)4)も適宜利用して、柱梁接合部中央での梁主筋の滑り量の評価法及び接

合部内梁主筋のひずみ分布を新たに提示する。鈴木・北山の提案2)にこの成果を組み込むことでかぶりコ

ンクリート圧壊時の変形性能評価手法を提案する。 
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2. 実験概要 

 
2.1 試験体概要 

表 1 に試験体諸元、表 2 と表 3 にコンクリートと鋼材の材料特性、図 1 に試験体の配筋と寸法を示す。

今回実験を行った試験体 H-1、H-2 では梁主筋降伏強度を変数とし、既往の実験（W-13)4)、W-23)4)、W-33)4)、

J-25)）では梁主筋径と梁せいを変数とした。試験体は全て縮尺約 1/2 の平面十字形柱梁部分架構で、柱断

面サイズは 350mm×350mm で共通である。試験体 W-1、W-23)4)、H-1、H-2 の梁断面は 400×250mm であ

る。試験体 W-33)4)の梁断面は 250×250mm、試験体 J-25)の梁断面は 350×250mm である。試験体 H-1、H-

2 の柱軸力は圧縮一定 700kN（軸力比 0.10）、梁主筋は USD590B の D19（H-1）及び SD345 の D19（H-

2）を配筋した。試験体 W-1、W-2、W-3 の柱軸力は圧縮一定 910kN（軸力比 0.14）、梁主筋は SD345 の

D22（W-1、W-3）及び SD345 の D13（W-2）を配筋した。J-25)の柱軸力は 0、梁主筋は SD345 の D22 を

配筋した。いずれの試験体も梁には 2-D10@100 のせん断補強筋を配筋した（せん断補強筋比 0.57%）。 

RC 骨組内の梁部材の変形性能には、内柱梁接合部内を通し配筋される梁主筋の付着性状が大きく影

響する。そこで、梁通し筋の柱梁接合部内での付着の良否を判断するために、次に説明する付着指標ܤூ1)

を用いる。付着指標ܤூは柱梁接合部内の梁主筋の付着強度に対する存在し得る最大付着応力度の比であ

り、式（1）～（3）によって計算される 1)。付着指標ܤூが 1 以下の場合は接合部内梁主筋の付着性状が

良いと判断される。試験体 W-2 の付着指標ܤூは 0.60、H-2、W-1、W-3 はそれぞれ 0.99、1.04、1.06、J-

25)と H-1 はそれぞれ 1.34、1.56 であった。これより、W-2 は接合部内梁主筋の付着が良好と考えられる

が、H-2、W-1、W-3 は接合部内梁主筋の付着が良好と劣化との中間にあると考えられる。試験体 J-2、

H-1 は接合部内梁主筋の付着劣化が顕著に生じると判断した。 
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 ここで、γ：梁断面の複筋比で 1 以下、ߪ௬：梁主筋の降伏強度（N/mm2）、݀௕：梁主筋径（mm）、ܦ௖：
柱せい（mm）、ߪ଴：柱の圧縮軸応力度（N/mm2）、ߪ஻：コンクリート圧縮強度（N/mm2）である。 

RC 骨組の柱梁接合部内梁主筋の付着性状には、柱梁接合部の損傷が影響を与えると考える。そこで、

柱梁接合部の損傷度を判断するために、次に説明する接合部曲げ余裕度を用いる。接合部曲げ余裕度は

梁曲げ終局耐力に対する接合部曲げ降伏耐力の比である。柱梁接合部の曲げ降伏耐力は楠原・塩原の提

案 8)を用いて計算する。試験体 W-2、W-3、H-2 の接合部曲げ余裕度はそれぞれ 2.01、1.91、1.80 で、接

合部損傷は軽微と考える。試験体 W-1、J-2、H-1 の接合部曲げ余裕度はそれぞれ 1.60、1.36、1.52 で、

接合部の損傷程度は試験体 W-2、W-3、H-2 より大きいと考える。 
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図 1 試験体 H-1、H-2 の配筋および柱梁断面       図 2 加力装置 
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表1 試験体諸元一覧 

 
   *平面保持を仮定した断面解析による曲げ最大耐力 

表2 コンクリートの力学特性            表3 鉄筋の力学特性 

  
                 * 0.2% offset法によって算出した 

2.2 加力の方法 

加力装置を図 2 に示す。試験体の柱頭・柱脚をピン支持、梁端をローラー支持とし、柱頭に軸力及び

水平力をジャッキによって与えた。加力サイクルは、層間変形角ܴ（加力点の水平変位を階高 2400mm 

で除したもの。ただし、試験体 J-2 の階高は 1720mm）＝0.25%を 1 サイクル、ܴ＝0.5%を 2 サイクル、

ܴ＝1、1.5、2、3、4%を 3 サイクルずつ繰り返し載荷した後（J-2 はܴ＝0.25%を 1 サイクル、ܴ＝0.5、1、

2、4%を 2 サイクルずつ載荷）、5%まで押切載荷した。 

 

3. 実験結果 

 

3.1 破壊性状 

図3に最終的なひび割れ状況を示す。西梁と東梁の実験結果はほぼ同様であったため、東梁を一例と

して表4に東梁の梁付け根でのかぶりコンクリート圧壊時と最大耐力時の東梁の部材角および曲げ耐力

を示す。全試験体で梁に曲げひび割れが生じ、変形の増大とともにせん断ひび割れが発生した。その

後、梁危険断面付近のかぶりコンクリートの圧壊が生じた。試験体H-1およびW-1では梁部材角1.8%お

よび2.7%でかぶりコンクリートが圧壊し、変形の増大とともに柱梁接合部の斜めひび割れが顕著にな

った。試験体H-2および梁せいが小さい試験体W-3では梁部材角2.3%および4.2%でかぶりコンクリート

の圧壊が生じ、それ以後に新たな曲げやせん断によるひび割れの発生や進展は見られなかった。試験体

W-2では梁部材角3.1%でヒンジ域のかぶりコンクリートの圧壊が顕著になり、その後にヒンジ域でのせ

ん断破壊が発生した。試験体J-2では梁部材角2.7%でかぶりコンクリートが圧壊し、最終的に梁が曲げ

圧縮破壊した。 

H-1 H-2 W-1
3)4)

W-2
3)4)

W-3
3)4)

J-2
5)

0

梁断面,mm 250×250 350×250

あばら筋

シアスパン比 3.93 6.88 2.38
柱断面,mm

帯筋
4－

D10@100

3.01 3.29 3.16 5.24 4.86 1.84
1.56 0.99 1.06 0.60 1.04 1.34

1.27 1.72 1.15 1.96 1.19 1.02

1.52 1.80 1.60 2.01 1.91 1.36

試験体名

軸力 700kN (軸力比0.10) 910kN (軸力比0.14)

梁

400×250

主筋(上下とも) 3－D22(SD345)

2－D10@100

3.99

柱

350×350

主筋 12－D22(SD345)

2－D10@100

接合部横補強筋 2－D10@100、3sets

195.1 124.1 143.8 86.7 148.7
586.8 407.9 454.5 454.6 455.2 273.1

179.4

柱梁曲げ耐力比

付着指標  
1)

接合部せん断余裕度

93.6

201.6
接合部曲げ余裕度

3－D19(USD590B)

接合部曲げ降伏耐力
8)

,kN・m

柱節点曲げ終局耐力*,kN・m
梁節点曲げ終局耐力

6)
,kN・m

3－D19(SD345) 3－D22(SD345) 5－D13(SD345)

12－D25(SD490)

2－
D10@100

2sets

4－
D10@100

3sets

297.0 223.3 230.1 174.3

ூܤ

圧縮強
度

割線剛
性

割裂引
張強度

(MPa) (GPa) (MPa)
H-1 53.2 31.3 2.91
H-2 55.5 31.9 3.21

W-1 54.7 31.5 2.72

W-2 54.8 30.9 3.25

W-3 56.2 32.9 3.41
J-2 44.4 34.2 3.64

試験体名

降伏強度 降伏ひずみ
ひずみ硬化
開始ひずみ

引張強さ 破断伸び

(MPa) (μ) (μ) (MPa) (%)
H-1/2 379* 4010* － 667 19.5

W-1/2/3 398 2327 32099 524 17.2
J-2 426 2326 25523 565 18.9

D13(SD345) W-2 373 2144 16719 569 17.3

D19(SD345) H-2 399 1949 18865 588 22.6
H-2 384 1874 － 602 19.6

W-1/3 385 1982 12937 599 21.1
J-2 376 1884 25108 556 31.9

D25(SD490) H-1 521 2542 － 677 17.9

796 14.6

D22(SD345)

D19
(USD590B)

鉄筋

D10(SD345)

H-1 628 3064 15598
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3.2 梁の復元力特性 

図 4 に各試験体の東梁の曲げモーメント‐部材角関係を示す。図の第 1 象限は上端引張時、第 3 象限

は下端引張時である。図中の▲、◆、●はそれぞれ梁主筋降伏、観察による梁かぶりコンクリート圧壊

及び最大曲げ耐力を示す。水平破線は表 1 の梁節点曲げ終局耐力を示す。試験体 H-1 では梁主筋が降伏

した後、梁かぶりコンクリート圧壊で耐力が決まった。試験体 W-13)4)では梁主筋が降伏してかぶりコン

クリートが圧壊した後、柱梁接合部の破壊で耐力が決まった。試験体 H-1、W-1 の柱主筋は降伏せず、

弾性がほぼ保たれた。試験体 W-2、W-33)4)、H-1、H-2、J-25)では梁主筋が降伏した後、ヒンジ域のかぶり

コンクリートの圧壊によって耐力が決まった。試験体 W-2 以外は逆 S 形の復元力特性で、柱梁接合部内

の梁主筋の付着劣化により履歴ループのピンチ化と梁付け根コンクリートの圧壊が生じた。表 4 と図 4

より、全ての梁かぶりコンクリート圧壊時の耐力は最大耐力とほぼ同等であった。かぶりコンクリート

圧壊時の梁部材角と最大耐力時の部材角の差分は 0～0.51%であり、両者は一致しない場合もあった。 

表 4 かぶりコンクリート圧壊時と最大耐力時の東梁の部材角および曲げ耐力 

 

   

   
図 3 最終ひび割れ状況 

 
図 4 各試験体の東梁の曲げモーメント‐部材角関係 

H-1 H-2 W-1 W-2 W-3 J-2 H-1 H-2 W-1 W-2 W-3 J-2
かぶりコンク
リート圧壊時

1.82 2.29 2.70 3.15 4.17 － 195 135 139 87 92 －

最大耐力時 2.10 2.65 2.71 3.20 5.35 3.23 204 138 152 93 98 167
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リート圧壊時

1.78 1.76 1.79 3.11 5.33 2.71 193 121 152 98 107 148

最大耐力時 1.40 2.27 2.41 3.00 5.33 2.87 199 125 159 103 107 158
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3.3 試験体の変形成分と破壊モード 

図5に東梁の上端が引張となる正載荷時を対象として、層間変形角に占める柱、梁及び柱梁接合部の各

変形成分を示す。最大耐力時の層間変形角を赤の縦破線で示した。図の横軸は直接測定した層間変形角

である。試験体H-2とJ-2の梁の変形成分は層間変形角の80%以上を占めたため、破壊モードは梁曲げ破

壊と判断した。試験体H-1では、層間変形角5%の時に柱梁接合部の激しい損傷を観察した。柱梁接合部

の変形成分は梁の変形成分の1/3に達したが、主要な変形成分は梁であった。そこで、破壊モードは梁曲

げ破壊と判断した。試験体W-1は梁主筋が降伏した後、柱梁接合部破壊によって耐力が低下した。試験

体W-2は梁主筋が降伏した後、層間変形角2.9%で最大層せん断力に達し、その後で梁上下の曲げひび割

れが危険断面を貫通し、梁ヒンジ域でのせん断変形成分の増加に伴って急激な耐力低下を示した3)4)。こ

れより梁曲げ圧壊後のせん断破壊と判断した。試験体W-3は梁主筋が降伏した後、層間変形角5%で最大

耐力に達し、その後に曲げ変形成分が急増して梁曲げ破壊した3)4)。 

        

図 5（a） 試験体 H-1 と H-2 の変形成分 

 
図 5（b） 試験体 W-1、W-2、W-3、J-2 の変形成分 3)4)5) 

 

4. 梁主筋降伏以後の部材変形性能 

 

4.1 梁の変形成分の分解 

本研究では、鈴木・北山の提案2)と同様、梁主筋降伏からかぶりコンクリート圧壊までの梁部材角を以

下の4つの変形成分に分解した。すなわち、（A）ヒンジ領域のせん断変形ݏ,ݑߜによる変形角ܴݏ,ݑ、（B）柱

梁接合部の中央での梁主筋滑り量∆ܵݑ,݆に起因する回転角ܴݑ,݆ （以下、主筋滑りによる回転角）、（C）柱

梁接合部の中央から梁ヒンジ領域における梁主筋の総伸び量∆ܵ݌,ݑが危険断面位置に集中すると仮定し

たときにこれによるひび割れ開口によって生じる回転変形角ܴ݌,ݑ （以下、塑性回転角）、および（D）非

ヒンジ領域の弾性曲げ変形角ܴݑ,݂の4つの変形成分である。本研究で用いる変形成分の概念図と後述する

検証に基づき設定した梁主筋ひずみ分布を図6に示す。 

 

4.2 変形成分分解の手法 

 図7に変形成分の分解に用いた変位計の設置状況を示す。柱梁接合部に埋め込んだ標点から梁端まで

のたわみݑߜ、梁危険断面から1ܦ（ܦ:梁せい）までをヒンジ領域と想定し、同標点からその位置までのた

わみݑߜ’を測定した。これらは梁危険断面でのひび割れ開口に伴う変形成分を含む。柱梁接合部中央にお

いて梁隅主筋中央に溶接したねじ棒の直近のコンクリートに対する移動量を変位計で測定し、接合部中

央での主筋の滑り量∆ܵݑ,݆とした。 
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（1) ヒンジ領域のせん断変形角ܴݏ,ݑ 

 平石の提案した手法7)に基づき、図8のヒンジ域せん断変形測定変位計で計測された、4つの節点の対角

線方向の伸縮の差からせん断変形角を計算した。 
（2）主筋滑りによる回転角ܴ௨,௝ 
 柱梁接合部中央で測定した主筋の滑り量∆ܵ௨,௝が柱面での曲げひび割れ幅の一部を構成すると考え、

∆ܵ௨,௝を梁の回転中心高さݔ௡で除したものを主筋滑りによる回転角ܴ௨,௝とする。回転中心高さݔ௡は梁の上

下面に設置した変位計（図7）から梁軸方向変位が零となる点を線形補間で求め、その点から引張主筋

までの距離とする。 
（3）塑性回転角ܴ௨,௣ 
 想定したヒンジ領域に設置した変位計（図7）で計測したヒンジ領域変形ߜ௨’から、上記の（1）およ

び（2）で計算したܴ௨,௦およびܴ௨,௝を差し引いたものを塑性回転角ܴ௨,௣とする。 

（4）非ヒンジ域の弾性曲げ変形角ܴ௨,௙ 

 直接測定した梁部材角から（1）～（3）を差し引いた値を非ヒンジ域の弾性曲げ変形角ܴ௨,௙とする。 

 

4.3 梁主筋降伏以後の変形成分の推移 

 4.2の方法で分解した、梁主筋降伏からかぶりコンクリート圧壊までの各変形成分の推移を図9に示

す。縦軸に各変形成分による梁部材角、横軸に直接測定した梁部材角を示す。□、△、◇及び○はそれ

ぞれヒンジ域のせん断変形角、梁主筋滑りによる回転角、塑性回転角及び非ヒンジ域の弾性曲げ変形角

を示す。 
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図6 変形成分の概念図と仮定する梁主筋ひずみ分布 

                
図7 変位計設置図           図8 せん断変形測定用の変位計の設置 

 

図 9（a）上端筋引張時の主筋降伏から下端かぶりコンクリート圧壊までの変形成分の推移 

 

梁

柱
50

φ8ネジ

内側変位計
外側変位計

かぶりコン

クリート圧

壊

主筋降伏

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0
梁部材角(%)

H-2 3-D19

350mm 

270mm 

主筋すべり
測定変位計 



 - 7 -

 

図 9（b）下端筋引張時の主筋降伏から上端かぶりコンクリート圧壊までの変形成分の推移 

 

 試験体W-1では、塑性回転角が梁部材角の60%～67%を占めた。かぶりコンクリート圧壊時には梁主

筋滑りによる回転角が梁部材角の15%を占めた。梁主筋に5-D13を用いた付着が良い試験体W-2では、

かぶりコンクリート圧壊時には塑性回転角が梁部材角の50%を占めた。梁主筋滑りによる回転角は主筋

降伏時には全変形のわずか5%を占めるに過ぎず、それ以後ほぼ一定に推移した。これより梁主筋の付

着が良好に維持されたことを確認した。せん断スパン比が大きい試験体W-3では、かぶりコンクリート

圧壊時には塑性回転角が梁部材角の48%を占めたが、非ヒンジ領域における弾性曲げ変形角も梁部材角

の38%を占めた。これは想定したヒンジ域長さが1ܦであるのに対し実験では1.5ܦとなった為、塑性回

転角の一部が非ヒンジ域の弾性曲げ変形角に含まれた可能性が考えられる。梁主筋に3-D19（SD345）

を用いた試験体H-2では、かぶりコンクリート圧壊時には塑性回転角と梁主筋滑りによる回転角とはほ

ぼ同等であった。梁主筋降伏からかぶりコンクリート圧壊に至る間、塑性回転角は部材角の35%~60%

を占め、梁主筋滑りによる回転角は部材角の20%~35%を占めた。上記二つの変形成分のほか、下端引

張時にかぶりコンクリートが圧壊する時では、弾性曲げ変形角は部材角のほぼ25%を占めた。 

 

5. 梁部材のかぶりコンクリート圧壊時の変形性能評価 

 

5.1 変形性能評価の前提 

 鈴木・北山 2)は梁部材のかぶりコンクリートが圧壊する時の変形性能を評価する手法を提案したが、

接合部中央での梁主筋の滑り量と接合部内梁主筋のひずみ分布の評価には、実験結果との比較により改

善の余地が認められた。そこで本論ではこの両者を修正した評価手法を提案する。鈴木・北山 2)と同様、

主筋に沿った付着劣化によって生じる接合部中央での梁主筋の滑り量∆ܵ௨,௝、及び柱梁接合部中央からヒ

ンジ域までの主筋の総伸び量∆ܵ௨,௣が全て梁危険断面に集中すると仮定する。ヒンジ域における弾性曲げ

変形角及び、非ヒンジ域におけるせん断変形角は微小とし無視した。梁主筋の総伸び量∆ܵ௨,௣は（a）接合

部中央から危険断面までの梁主筋の伸び量∆ܵ௨,௣,௝、および（b）梁部材ヒンジ域の主筋の伸び量∆ܵ௨,௣,௕に
分解する（図 6 参照）。これより、梁危険断面に集中する鉄筋の総伸び量は∆ܵ௨,௣ ൌ ∆ܵ௨,௝ ൅ ∆ܵ௨,௣,௝ ൅ ∆ܵ௨,௣,௕
で算出する。∆ܵ௨,௣,௝は本論の提案で算出し、∆ܵ௨,௣,௕は鈴木・北山の提案 2)で算出する。 

 

5.2 各値の算出方法 

 梁主筋のひずみ分布を決定するには、以下の値を評価する必要がある。すなわち、図 6 に示す梁危険

断面での主筋のひずみߝ௨、梁部材内の主筋のヒンジ域と非ヒンジ域の境界のひずみߝ௬’、ヒンジ域長さ݈௣、
柱梁接合部内梁主筋の弾性領域長さ݈௘௝（詳細は後述）および接合部中央における滑り量∆ܵ௨,௝である。そ

れぞれの算出法を以下に示す。 

（1）梁部材内および柱梁接合部内での梁主筋のひずみ分布 

 鈴木・北山の提案 2)に従って、梁危険断面での主筋のひずみは材料実験で得られたひずみ硬化開始ひ

ずみߝ௨とする。梁部材内の主筋のヒンジ域と非ヒンジ域の境界のひずみߝ௬ᇱは式（4）で計算する。梁部材

のヒンジ域長さ݈௣は式（5）で計算する。 

௬ᇱߝ ൌ
ଵ

ଶ
൫ߝ௬ ൅  ௨൯                                        （4）ߝ

݈௣ ൌ 0.2ሺܽ ݀ൗ ሻ ∙  （5）                                          ܦ

ここで、ܽ:シアスパン（mm）、݀:梁有効せい（mm）、およびܦ:梁せい（mm）である。 
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かぶりコンクリート圧壊時の試験体 H-1、H-2 の上端引張時と下端引張時の接合部内梁主筋のひずみ

分布を図 10 に黒破線で示す。赤い点線は梁主筋の降伏ひずみである。上端及び下端の 3 本の梁主筋ご

とに正・負両載荷時を対象として合計 6 本のひずみ分布（破線）を同一図内に示した。 

同図より柱梁接合部中央付近では梁主筋が弾性に留まる領域が存在する。接合部中心に対して左右対

称のひずみ分布とみなし、この領域の半分の長さを弾性領域長さ݈௘௝と定義する。接合部中央位置の梁主

筋ひずみは降伏ひずみのほぼ 2/3 であった。危険断面位置 （すなわち柱面で接合部中央から±175mm の

ところ）の梁主筋ひずみはほぼひずみ硬化開始ひずみに達した。 

以上より、かぶりコンクリート圧壊時の接合部内梁主筋のひずみ分布を図6のように設定した。図の

中で、ߝ௬:梁主筋降伏時ひずみ、ߝ௨:梁主筋ひずみ硬化開始ひずみである。図10に設定したひずみ分布を

薄色の太線で示す。弾性領域長さ݈௘௝を経験的に定めるために、梁せん断スパン比ܽ/݀を付着指標ܤூで除

した指標（ܽ ݀⁄ ⁄ூܤ ）との関係を図11に示す。横軸の指標ܽ ݀⁄ ⁄ூܤ が増大するほど弾性領域長さ݈௘௝が大き

くなった。これより弾性領域長さ݈௘௝を最小二乗近似で同図の破線で示す式（6）のように評価した（単

位：mm）。ここで、ܦ௖:柱せい（mm）である。塑性回転角はひずみ分布の積分を平面保持を仮定した

断面解析で算出した中立軸高さݔ௡で除すことによって求めた。 

 

݈௘௝ ൌ ቀ0.036
௔
ௗൗ

஻಺
൅ 0.25ቁ ∙  ௖                             （6）ܦ0.5

 

（2）柱梁接合部中央位置での梁主筋の滑り量 

弾性領域長さ݈௘௝と柱梁接合部中央での梁主筋の滑り量（実験値）の関係を図12に示す。ここで、接

合部内梁主筋の弾性領域長さ݈௘௝は接合部内主筋の付着性状を評価できる指標のひとつと考えた。同図

よりばらつきはあるものの、弾性領域長さ݈௘௝が増大する（すなわち、接合部内での梁主筋付着が良好

に維持される）と、接合部中央での梁主筋滑り量は減少した。そこで、上端筋と下端筋の滑り量を最小

二乗近似で式（7）のように評価した（単位：mm）。主筋滑りによる変形角は式（7）で得た滑り量を

平面保持を仮定した断面解析で算出した中立軸高さݔ௡で除すことによって求めた。 

 

   
上端筋：∆ܵ௨,௝,௧ ൌ െ0.0218݈௘௝ ൅ 2.73

下端筋：∆ܵ௨,௝,௕ ൌ െ0.0098݈௘௝ ൅ 1.68
                            （7） 

 

（3）ヒンジ域におけるせん断変形角および弾性曲げ変形角 

 文献1)の式（付5.18）および式（付5.17）を用いて算出する。 

 

 

 
図 10 柱梁接合部内での梁主筋のかぶりコンクリート圧壊時のひずみ分布（実験値） 
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6. 精度の検証 

 表1に示す試験体6体のかぶりコンクリート圧壊時の梁部材角を対象として、本論で提案した手法によ

る計算値と実験値との比較を図13に示す。塑性回転角と主筋滑りによる回転角の計算値と実験値との比

較を図14に示す。試験体W-1、W-3、H-2、J-2の部材角の評価精度はほぼ良好と判断した。提案手法で求

めた塑性回転角及び主筋滑りによる回転角は、試験体W-1、W-3及びH-2の実験値をほぼ良好に再現した。 

接合部内での梁主筋付着が良好だった試験体W-2の梁部材角計算値は実験値を平均35%過小評価した。

これは塑性回転角を過小評価したためである。梁部材角の実験値と計算値の差分は1.20％（上端引張）

と1.73％（下端引張）であった。そのうち、塑性回転角の実験値と計算値の差分は1.25％（上端引張）と

1.57％（下端引張）であり、梁部材角の実験値と計算値の差分はほぼ塑性回転角の差分により決まった。 

高強度梁主筋を用いた試験体 H-1 の梁部材角の計算値は実験値を平均 40%過大評価した。この原因と

して、梁部材のヒンジ領域での梁主筋ひずみ分布の評価に問題があると考える。試験体 H-1 のかぶりコ

ンクリート圧壊時における梁ヒンジ域の主筋ひずみ分布を図 15 に示す。図 15 の縦軸はひずみゲージに

より直接測定したひずみ、横軸は梁の危険断面からの距離である。赤い点線は梁主筋の降伏ひずみ、黒

い破線は実験値の包絡線、緑の一点鎖線は鈴木・北山の提案 2)である。危険断面での主筋ひずみはひず

み硬化開始ひずみに達しており、鈴木らの提案 2)と同じであった。しかし、危険断面から 100~200mm で

のひずみは降伏ひずみよりもわずかに大きい 3500μ に留まり、鈴木・北山の提案 2)で計算したヒンジ領

域長さ 320mm よりも実際のヒンジ域長さは大幅に小さくなった。このため、計算による塑性回転角が

過大に評価された。 

 

 
図11 弾性領域長さ݈௘௝とa/d、ܤூの関係       図12 弾性領域長さ݈௘௝と主筋滑り量の関係 

 
図13 提案手法の精度の検証 

 
図 14 塑性回転角と主筋滑りによる回転角の精度 
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図 15 試験体 H-1 のヒンジ域での梁主筋ひずみ分布（実験値） 

7. 結論 

 本研究の目的は、鉄筋コンクリート骨組内の梁部材において梁端部のかぶりコンクリートが圧壊する

時の変形性能を精度よく評価することである。そのために、梁主筋の降伏強度を変数としたRC十字形

部分架構の水平載荷実験を行った。既往の試験体3)4)を含めて、梁部材角を、梁ヒンジ領域のせん断変

形角、柱梁接合部中央での梁主筋滑りに起因する回転角、柱梁接合部の中央から梁ヒンジ領域における

梁主筋の総伸び量が危険断面位置に集中すると仮定したときにこれによるひび割れ開口によって生じる

回転角、および梁の非ヒンジ域の弾性曲げ変形角の4つの変形成分に分解し、主筋降伏からかぶりコン

クリート圧壊までの各変形成分の推移を求めた。検討した4体の試験体では柱梁接合部の中央から梁ヒ

ンジ域における梁主筋の総伸び量に起因する回転角が梁たわみの35%～67%と最も多くの変形を占め

た。柱梁接合部中央での梁主筋滑りに起因する回転角はかぶりコンクリート圧壊時には、付着指標ܤூが
小さく接合部内梁主筋の付着が良好な場合には梁たわみに占める割合は0～5%、付着指標ܤூが大きく付

着劣化が生じる場合には17%～35%と大きく変化した。シアスパン比が大きい梁ではその非ヒンジ域の

弾性曲げ変形角が全変形の34%～38%を占めた。 

かぶりコンクリート圧壊時の梁部材角を上記の4つの変形成分の和として推定するため、鈴木・北山

の提案2)に基づいて、柱梁接合部中央での梁主筋の滑り量を定量化する手法と接合部内梁主筋のひずみ

分布を提案した。今回は6体の試験体を対象として提案手法の精度の検証を行った。そのうち、4体の試

験体の平均精度はほぼ良好であった。ただし、高強度梁主筋を有する梁の部材角の計算値は実験値を平

均40%過大評価し、柱梁接合部内において梁主筋の付着が良好な場合の梁部材角の計算値は実験値を平

均35%過小評価した。これは柱梁接合部の中央から梁ヒンジ域における梁主筋の総伸び量に起因する回

転角の評価が不十分であったためであり、さらなる検討が必要である。 
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